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論文内容の要旨
申請論文は6草ーから構成されており、主な内容は次のとおりである。
第1章は1990年代における地方分権改革論議の軌跡を丹念にフォローし、地点分権推進計画の策定、地
方分権一括法の制定に見られる地方分権化の基本戦略が「事務権限委譲」戦略重視ではなく、「国の関与の
廃止・縮小」戦略を璽視するものであったことを明らかにしている。こうした地点分権委の戦略が後述す
る地方財源充実論や地方税改革論に多大な影響を及ぼすことになるのだが、その布石として地方分権の資
料を整理分析している。
第2章はみ;来、事務権限の在り方と税財源措置はワン・セットの問題として論じられるべき件ー質のもの
とし、なぜ事務権限委譲が最小限にとどまり、「未完の改革Jの今後の主要な課題されたこと、また引き続
き検討を要する課題として、地)J公共団体の財政某盤の確立、基礎自治体の役割の見直し、市町村の行政
能力の向上、効率的な地方行政体制の整備・確立等が重要なものとされたが、中でも「市町村合併の推進」
および「地方税財源の充実確保」が具体的な調査審議事項と容れながら、今後の地方分権推進のための
『受け皿』づくりとしての合併に重点をおくことになった。こうした矛盾が国庫補助負担金の整開合理化を
不徹底にし、地)j税財源の拡充を不十分なものにしていると分析する。地方税、地方交付税、地方債、国
庫補助負担金それぞれについての改革の内容と今後の方向性は共通して「国の関与の廃止・縮小」を目指
す点で一致しており、この戦略に沿って地方公共団体の自主性、自立性を高めることを目指すものとなっ
ていると結論づけている。
地方税充実の必要性を単に特定年度での新たな事務権限委譲の有無とその規模のみで判断する論理は一
面的であると批判し、地方分権委の「同の関与の廃止・縮小J戦略の帰結として、地方税充実を先送りす
る論理に導いていることを明らかにしている。
第3章においては「枠法jとしての地方税法の位置付けが問題とされねばならず、第4章においては必
然的に地方分権委の主張する課税自主権とはどのようなものであるかが山われねばならない。「枠法」とし
ての地方税方の特徴は5点に要約され、(1)拘束性の強いシステム、 (2)臼主財源としての税収そのものの
規模を決定、 (3l改廃権は国にあり、ミクロとマクロの車離を牛ーじる、 (4)画一性、 (5)同策を反映すること
が優先、などがあげられ、特殊事情を反映し、一つの、あるいは一部の地方団体のみに適用される独自の
税制、独向の租税政策が展開される余地はきわめて限られていると指摘し、説明責任(アカウンタピリティ〉
に合致した地方課税がロI能なように、できるかぎり柔構造・的枠組みに転換していく必要什こを強調する。
現行地方税法のもとでは法定外普通税や法定外目的税を謀することができにくい状況にある。それにも
かかわらず、東京都や神奈川県、大阪府、三ご.重県、横浜市などが相次いで新税を創設し、課税自主権を活
用しようとする動きがある。それらの特徴を挙げれば、 (1)地方団体の関心が法定外同的税に集巾、 (2)地
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方税制は自ら創りだすもの、活用するものと考える積極的な姿勢が地方同体に芽生えてきたこと、 (3)タブー
視する風潮に変化の兆し、 (4)新税ブームが税収への過大な期待や幻想、を生み出しているのではないか、 (5)
「銀行税J導入時に見られた世論の「フォローの風Jは一時的なもので、いまや「逆風」に変りつつあるのでは
ないか、以上の点を冷静に見つめれば、課税自主権活用の限界が見えてこよう。課税自主権の意義は課税
における自己決定権と自己責任であり、これは分権型社会の基本である。しかしながら、その活用には同
時に大きな限界があり、 50以仁にものぼる複税体系のもとでは有力な税源は残されていない、と問題点を
指摘する。
第5章は地方税制はどうあらねばならないかという規範的アプローチを現状分析によって裏付けようと
いう試みである。そこでは数ある租税原則のうち安定性の原則と伸長性の原則に着目し、動態的財政需要
の変化に対応し、質の高い行政サービス水準を維持していくためには、矛盾するこれらの原則をバランス
させた地方税こそ望ましいものであると指摘する。同時に、税収の安定性は、本米税の経済的特質によっ
て、経済変動に対して中立性が高いというのがその特徴であるが、実際の運用においては制度的不安定性
をもっ場合があることも指摘しているo こうした指摘は外形標準課税の導入を検討し、住民税の均等割謀
税の引きょげを試みる場合には忘れてはならない視点である。
最後に、第6章では分権型社会の実現に対応した地点税制について考察している。その際、忘れてなら
ないことは税源の偏庇による税収の地域格差である。大阪市財政局において、主として税制畑を歩んでき
た筆者にとって、なによりも腐心したのは本来は豊であるべき大都市が財政的にかくも貧しいのか、とい
う問題であった。画一的地方税制のもとで、大都市に固有な財政需要が発生する場合、それを賄うに足る
税収与を確保できないという悲哀を長年味わってきたのである。時代が変わったとしても、「豊かさの中の貧
悶|という問題は根本的に解決されてはいない。税源の偏主と財政不均衡を実証的に検討した結果、今後
の大都市や'1核都巾ーの税制を展望するうえで検討されるべき論点、ないしは方向性をつぎのようにまとめて
いる。 (1)都市的税同の充実の必要性、 (2)少なくとも大都市の大部分が不交付団体となるような大都市税
制の構築、 (3)事務権限配分の多様性に応じた特例税制の必要性、これらの諸点は筆者が従来から取り組ん
できた課題である。
論文の内容は独創性的であり、通説的な見解に一石を投じるものである。地方団体を画一的に規定する
現行の地方自治法、地方財政法、地方税法は各地域の特殊性を十分に割酌することはできず、過疎地域と
過密地域の両極に堆積する矛盾を解決する手掛かりを提示するものとして高く評価できる研究内容である。
論文審査の結果の要旨
地方分権法の成寸と地方分権推進委員会の発足によって、わが国でも地方分権改革が諸所で活発に議論
されるようになってきた。そうした地}j行政改革の潮流とは51lJに、筆者は長年の実務経験をベースに戦後
の地方制度改革の矛盾について論じてきた。学位申請論文はその集大成であり、地方分権改革の中で地万
税をどのように位置付けていくのかをまとめている。 1990年代の地方分権改革論議を木村氏はつぎのよう
に要約している。つまり、地方分権推進委員会の勧告、地五分権推進計画の策定、地方分権一括法の制定
にみられる地万分権化の基本戦略は、「事務権限委譲J戦略重視ではなく「国の関与の廃止・縮小J戦略を
重視するものであった。こうした戦略が同庫補助負担金の整理・合理化を不徹!丘にし、地方税財源の拡充
を不十分なものにしていることを明らかにしている。こうした批判は効率性基準にもとづくというよりは、
地}j向治体が責任ある行政事務を円滑に進行するという財政民主主義の原則から派生するものであり、戦
後民キー化政策の不徹底のために財政運営上の矛盾がもはや限界に近づいているという認識から出てくるも
のである。
地};公共団体の自主性・日立性を高めるという場合、財源充実を動態的財政需要論との関連で考察しな
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ければならないとしている。動態的財政需要論というのは社会経済の状況が移り変わるにつれて、主とし
て内生的に生じる財政需要の変動を問題とする考え方であり、他方、静態的財政需要論というのは特定年
度で事務権限配分の変動があったことにともなう外生的な財政需要を問題とする考え方である。地方分権
推進委員会の白指す「凶の関与の廃止・縮小」という戦略は地方税充実の必要性をたんに特定年度での新た
な事務権限委譲の有無とその規模のみで判断する静態的把握であり、.-面的把握であると批判する。こう
した把握は地方税充実論を結果として課税自主権の尊重による充実論に導き、税源移譲による地方税充実
論を背景に押しゃる結果を導くことになった、と結論する。こうした批判はかなり独創的であり、税源移
譲論の本質がどこにあるかを再考させるきっかけを与えるものである。
課税自主権の尊重というのであれば、現行の地方税法をどのように位置づけていくのかという問題がつ
ぎに起こってくる。現行の地方税を「枠法」として位置づけるならば、改廃権が間にあり、白下.財源とし
ての税収そのものの規模を決定してしまい、拘束性の強いシステムとしての現行法を柔軟性のある構造に
変えて行くことが必要であると主張する。財政説明責任(アカウンタビリティ〉に合致した地方課税が可
能なように「枠法」の中身を変えていかなければならない。
法定外税の採用を緩和したことによって、各地で相次いで新税が創設されているが、それは地方税の創
生や活用について積極的な姿勢が地方団体に芽牛えてきたことは評価できるものの、これは世論の一時的
な「フォローの風Jであって、やがて逆風に変わると瞥告しているO 課税自主権の活用の範囲は現行地方税
のもとではかなり狭く、大きな限界が存在する。こうした主張も現実を冷静に見詰め、法の制約を知って
いるがゆえに出てくるものであろう。
木村氏の論調の背景にはつねに「豊かさの中の貧困」というテーゼがある。わが凶の地方税法は農村的
地方団体を想定して立案されており、大都市の特殊な財政需要に対応するように創られていな ~'o 都市型
税目が欠けているがために起こってくる大都市の財政的貧困は安定性の原則と伸張性の原則をノぜランスさ
せた地方税の創設が必要であることを強調する。税源の偏在の少ない税目を選択するということも重要で
あるが、「串
ような大都市税制を構築することが必要である。場合によっては、事務権限配分の多様性に応じた特例税
制の創設も必要となる。このような結論は実態の分析に裏付けられたものであり、十分説得的なものであ
る。
以上、論文の内容は専門性が高く、独創性の高いものである。大都市の税制を地方分権推進の経過の中
で実証的に分析したことは地方財政研究の分野で多大な貢献をなす研究であり、博士の学位に十分備する
ものと判断する。
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